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第 1 章 改訂にあたって 

 

1.改訂の趣旨  

 

「上越市まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（以下、長期ビジョンという。）」は、

まち・ひと・しごと創生法第 10 条に基づく地方版総合戦略を策定するに当たり、国の

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を勘案しつつ、当市における人口の現状を分

析し、今後、目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものです。 

国では、令和 2 年度を開始年度とする第 2 期総合戦略の策定作業が進められており、

市町村においても切れ目ない取組を進めていくために、第 2期地方版総合戦略の策定が

求められています。 

このため、当市では、「第 2 期上越市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に向

け、平成 27 年 10 月の長期ビジョン策定後の状況変化等を踏まえ、当該ビジョンの改訂

を行うものです。 

 

 

2.対象期間  

 

 本長期ビジョンの対象期間は、令和 42（2060）年とします。 
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第 2章 人口の現状分析 

 

1.上越市の総人口の推移と将来推計 

 

○ 上越市の平成 30 年の推計人口は、約 19 万 2 千人です。国立社会保障・人口問題研

究所（以下、社人研という。）のデータ（平成 30年 3 月推計）によると、当市の人口

は、令和 7年には約 18万 1 千人、その 20 年後の令和 27年には約 14万 3 千人に減少

すると推計されています。 

○ これは、直近の国勢調査である平成 27 年から令和 27 年までの 30 年間で当市の人

口規模が約 4分の 3になることを意味しています。 

○ また、社人研の推計では、「65 歳以上の高齢者が総人口に占める割合」が、令和 7

年には 34.5％、令和 27年には 40.6％に高まる一方、「15 歳未満の年少者が総人口に

占める割合」は、令和 7年には 11.5％、令和 27年には 10.4％に低下すると見込まれ

ています。このように、当市は、今後少子化と高齢化が同時に進んでいくことが想定

されています。 

 

 

  

【図表 1 長期的な人口の推移と将来推計人口】 

出典：総務省「国勢調査」及び、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H30 年 3 月推計）により作成 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 
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2.長期的な人口の推移と国・県との傾向の比較 

 

○ 当市の人口は、昭和 22 年の 24 万 6千人をピークに、長期的に減少傾向が続いてい

ます。 

  【図表 2 長期的な人口の推移と将来推計人口の比較】 

○高齢者人口の割合と推移 
・全国、新潟県、上越市ともに増加傾向にあります。 

・上越市は、概ね新潟県全体と同程度の割合で、全

国よりも高い水準で推移しています。 

○年少人口の割合と推移 
・全国、新潟県、上越市ともに減少傾向にあります。 

・上越市は、全国より低い水準、新潟県全体より高

い水準で推移しています。 

○長期的な人口の推移と将来推計人口 
・全国は、平成 22 年をピークとして減少に転じる見

込みです。 

・上越市は、昭和 22 年をピークに減少しており、将

来推計では全国よりも減少率が大きく、新潟県全

体と同程度の減少率となっています。 

【図表 3 高齢者人口の総人口に占める割合の比較】 

【図表 4 年少人口の総人口に占める割合の比較】 

図表 2～4 の出典 

総務省「国勢調査」及び、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の将来推計人口」（H29 年 4 月推計）、「日本の地域別将来推計

人口」（H30 年 3 月推計）により作成 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 
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3.市内各地域間で異なる人口減少、高齢化、少子化の傾向 

 

○ 市内 28 区における昭和 55 年から平成 27年まで（35年間）の人口は、住宅地開発

などが進んだ7区で増加し、農山村部を中心とする21区では減少の傾向にあります。 

○ 平成 31 年 4 月 1 日現在の高齢者人口の割合を地域別に比較すると、最も高い大島

区が 53.1％、次いで安塚区が 50.4％、牧区が 49.2％となっています。 

○ また、高齢者人口の割合は、28区中 24区が全国平均の 28.3％を上回っており、21

区が新潟県平均の 32.2％を上回っています。 

○ 高齢化率は、中山間地域を抱える地域において高い傾向があり、中心市街地（高田

区、直江津区）においても全市平均の 31.9％を上回っています。 

○ 同様に、地域別の年少人口の割合は、有田区が最も高く 16.7％、次いで春日区が

15.5％となっています。一方で、最も低いのは安塚区で 5.5％、次いで大島区が 6.1％、

牧区が 6.6％となっています。 

  

【図表 5 地域自治区別の人口及び年齢構成】 

出典：各年国勢調査及び住民基本台帳により作成 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 

S55 H22 H27 Ｈ21.4.1現在

0～14歳 15～64歳 65歳以上
高 田 区 41,356 30,421 28,930 30,564 27,735 10.9 54.2 34.9
新 道 区 6,548 9,684 9,993 8,950 9,241 13.3 59.6 27.1
金 谷 区 11,011 14,332 14,174 14,464 14,144 13.9 56.6 29.5
春 日 区 9,401 21,187 21,645 20,800 21,032 15.5 62.5 22.0
諏 訪 区 1,495 1,223 1,176 1,090 954 8.1 46.3 45.6
津 有 区 4,654 5,038 4,876 5,304 4,859 12.1 57.1 30.8
三 郷 区 1,373 1,374 1,339 1,424 1,330 13.8 52.6 33.6
和 田 区 5,200 5,840 5,801 5,881 5,968 13.6 57.1 29.3
高 士 区 2,169 1,561 1,437 1,639 1,410 9.6 51.2 39.2
直 江 津 区 21,953 19,673 19,248 18,825 18,495 11.6 56.1 32.3
有 田 区 10,399 14,329 14,966 13,639 15,349 16.7 61.2 22.1
八 千 浦 区 4,815 4,281 3,973 4,345 3,944 11.5 56.1 32.4
保 倉 区 2,773 2,303 2,178 2,427 2,101 10.1 51.0 38.9
北 諏 訪 区 1,589 1,632 1,540 1,911 1,533 10.7 57.1 32.2
谷浜・桑取区 3,106 1,823 1,639 1,964 1,547 7.4 46.9 45.7
安 塚 区 5,937 2,878 2,491 3,124 2,309 5.5 44.1 50.4
浦 川 原 区 4,980 3,769 3,442 3,986 3,303 11.0 52.1 36.9
大 島 区 3,939 1,927 1,613 2,089 1,482 6.1 40.8 53.1
牧 区 4,559 2,322 2,001 2,471 1,807 6.6 44.2 49.2
柿 崎 区 13,702 10,660 9,837 11,203 9,480 9.9 51.2 38.9
大 潟 区 10,751 9,950 9,475 10,193 9,402 10.9 55.4 33.7
頸 城 区 8,232 9,499 9,267 9,823 9,450 11.7 61.4 26.9
吉 川 区 7,072 4,764 4,234 5,071 4,092 8.5 50.7 40.8
中 郷 区 5,957 4,303 3,867 4,619 3,666 8.3 50.3 41.4
板 倉 区 9,008 7,327 6,831 7,730 6,703 11.2 52.6 36.2
清 里 区 3,495 3,015 2,780 3,197 2,657 10.5 52.6 36.9
三 和 区 6,679 5,918 5,625 6,313 5,526 11.4 54.6 34.0
名 立 区 4,167 2,866 2,609 3,078 2,549 9.1 48.2 42.7
参 考 ：上 越市 216,320 203,899 196,987 206,124 192,068 12.1 56.0 31.9

地域自治区
H31.4.1現在

人口（人） 人口（人） 人口（人）
年齢構成（％）

国勢調査人口 住民基本台帳人口

人口（人）人口（人）
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【図表 7 地域自治区別の年齢構成（平成 31 年 4月 1 日現在）】 

【図表 6 地域自治区別の人口の増減（昭和 55 年と平成 27 年の比較）】 

出典：住民基本台帳により作成（H31 年 4月 1日現在） 

出典：各年国勢調査により作成 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 
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4.上越市の人口動態 

 

（1）人口動態の全体像 

○ 直近約 45 年間の当市における人口動態をみると、製造業の業績などの特殊要

因を除き、昭和 50 年代から平成 10 年頃までは、自然増が社会減を上回り、人口

規模が概ね維持されてきました。 

○ 一方、平成 17 年以降は、自然減と社会減が同時に生じ、人口減少の傾向が顕

著となり、平成 30 年には、年間約 1,900 人の減となっています。 

  

  
【図表 8 長期的な人口動態の推移】 

出典：新潟県人口移動調査結果報告、各年国勢調査（総務省）、各年人口動態調査（厚生労働省）により上越市創造行政研究所作成 

※各年度の人口動態データの対象期間は、前年 10 月から当年 9 月までのもの（例：H28 の値は、H27 年 10 月から H28 年 9 月まで） 

※H23～26 年の推計人口は、H22 国勢調査人口から人口増減を差し引いた推計値 

※H28～30 年の推計人口は、H27 国勢調査人口から人口増減を差し引いた推計値 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 
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（2）自然動態の状況  

○ 当市の人口における自然動態は、出生が減少傾向、死亡が増加傾向にありま

す。 

○ 平成 14 年以降は、死亡が出生を上回る自然減となっており、平成 30 年には

年間約 1,300 人の自然減が生じています。 

○ 当市の直近（平成 30 年）の合計特殊出生率は 1.51 で、全国の 1.42、新潟県

の 1.41 に対して高い値となっています。過去の推移においても、当市は全国、

新潟県と比べて高い値となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：新潟県人口移動調査結果報告に基づき上越市創造行政研究所作成 

※出生・死亡データの対象期間は、前年 10 月から当年 9 月までのもの 

（例：H30 の値は、H29 年 10 月から H30 年 9 月まで） 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 

【図表 10 上越市の出生数と合計特殊出生率の推移】 

【図表 9 上越市の自然動態（出生・死亡）】 

※H16 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 
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（3）社会動態の状況  

○ 当市の転入・転出の人数は、全体として減少傾向にあり、近年では、転出が転

入を上回る社会減が続いています。 

○ 年代別に人口の純移動数をみると、10 代後半から 20 代前半にかけての人口流

出が顕著となっています。 

○ また、20 代前半から 20 代後半にかけては、当市への転入の傾向がみられます

が、男性の数と比べて女性の数は少なくなっています。 

  

【図表 11 上越市の年代別の純移動数（平成 27 年国勢調査）】 
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【図表 12 上越市の人口構造の変化】 

※グラフの縦軸は 5歳刻みの年齢、横軸は人口（単位：千人） 
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5.人口減少が地域の将来に与える影響 

○ 人口減少が地域に与える影響は、人口規模そのものの縮小による影響だけでなく、

世代間や地域間の人口バランスが変化する点についても着目する必要があります。 

○ このような変化は、市民生活や地域経済、行財政運営の様々な場面に大きなマイ

ナスの影響を及ぼすことが想定されます。 

 

  

出典：総務省「国勢調査」及び、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の地域別将来推計人口」（H30 年 3 月推計）により作成 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 

R2～R27 は推計値 

世代Ａ（いわゆる「団塊の世代」を中心とした年代）

世代Ｂ（いわゆる「団塊ジュニア」を中心とした年代）

世代Ｃ（いわゆる「団塊ジュニア」の子どもを中心とした年代）

※同じ年代の推移を分かりやすく表示するため、下記の３つの世代に着色しています。
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（単位：人）

年少人口
生産年齢

人口
高齢者人口

後期
高齢者人口

20～39歳の
若年女性

高校卒業者
を含む年代

和暦 西暦 0～14歳 15-64歳 65歳～ 75歳～ 20～39歳 15-19歳

S35 1960 234,673 77,055 143,293 14,325 4,330 34,447 20,646

S40 1965 227,512 62,245 150,404 14,863 4,518 32,450 25,233

S45 1970 217,679 51,917 148,571 17,191 4,809 31,651 20,524

S50 1975 214,309 49,228 144,106 20,974 5,769 29,810 15,450

S55 1980 216,320 48,188 142,818 25,314 7,793 28,617 14,058

S60 1985 216,348 45,455 141,856 29,032 10,228 27,504 13,933

H2 1990 212,248 40,003 138,047 34,191 13,217 24,477 14,492

H7 1995 212,060 35,352 136,095 40,613 15,989 23,510 13,365

H12 2000 211,870 32,364 133,142 46,308 20,319 23,739 11,558

H17 2005 208,082 29,917 126,491 50,341 25,415 22,635 9,878

H22 2010 203,899 27,584 120,754 53,542 29,102 20,845 9,025

H27 2015 196,987 25,048 111,997 58,970 31,052 18,269 8,872

R2 2020 189,393 22,959 104,053 62,381 32,865 16,351 7,984

R7 2025 180,961 20,849 97,717 62,395 36,733 14,892 7,330

R12 2030 172,017 19,090 91,775 61,152 38,646 13,727 6,617

R17 2035 162,726 17,480 85,225 60,021 38,123 12,556 6,154

R22 2040 153,020 16,188 77,115 59,717 36,602 11,373 5,493
R27 2045 143,032 14,919 70,098 58,015 35,306 10,380 5,079

値
年

総人口

実
績
値

推
計
値

 

 

  

【図表 13 主な年齢区分別に見た上越市の人口推移と推計（平成 27 年を基準とした比較）】 

出典：総務省「国勢調査」及び 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H30 年 3 月推計）により作成 

※H12 年以前の数値は、現在の市域に合わせて組み替えたもの 

【図表 14 主な年齢区分別に見た上越市の人口推移と推計一覧】 
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0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

出会いの場づくり

結婚に関する相談窓口

身だしなみや異性との接し方に関する講座・セミナー

結婚について考える講座・セミナー

町内や職場など身近で結婚を仲介する人を増やす取組

特になし

その他

無回答

問6  結婚したい人に対する支援について、どんな取組があったらよいと思いますか。

第 3章 人口とまちの将来展望 

 

1.将来展望に必要な調査 

 

（1）若者・子育て世代の意識や希望の調査 

○ 平成 31 年 4月下旬～令和元年 5月上旬に、満 20 歳以上 40歳未満の市民

3,000 人を対象とする「若者世代・子育て世代の市民アンケート」を実施して

います。 

 

＜理想とする子どもの数＞ 

○ 当アンケートの結果、若者・子育て世代の理想とする子どもの数の平均値は

2.24 人となっており、特に既婚者の理想は、男女ともに全国の類似調査よりも

高い値となっています。 

 

 

 

＜希望する結婚支援＞ 

○ 結婚したい人に対する支援では、「出会いの場づくり」に関する取組のニー

ズが高くなっています。 

 

 

 

  

調査 全体 
男性 女性 

備考 

未婚 既婚 未婚 既婚 

上越市 

（上越市 若者世代・子育て世代

の市民アンケート調査（平成 31 年

4 月～令和元年 5 月）） 

2.24 1.99 2.42 1.98 2.39 ・「5 人以上」の回答は「5 人」として計算 

全国 

（国立社会保障・人口問題研究所 

第 15 回出生動向基本調査（平成

27 年）） 

－ 1.91 2.32 2.02 2.32 
・未婚の男女の値は 35 歳未満を対象 

・既婚の男女の値は 50 歳未満の夫婦を 

対象としており、男女で同一の値 

全国 

（内閣府：平成 26 年度結婚・家族

形成に関する調査） 

2.2 2.1 2.2 ・「5 人以上」の回答は「5 人」として計算 

【図表 15 理想とする子どもの数の比較】 

【図表 16 希望する結婚支援】 
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＜若者・子育て世代の年収と結婚の関係＞ 

○ 男性の年収（学生を除く）は、20 代前半では 200 万円～250 万円未満、20 代

後半は 350 万円～400 万円未満、30 代は 400 万円～550 万円未満が最も多くなっ

ています。 

○ 女性の年収（学生を除く）は、20 代前半では 150 万円～200 万円未満、20 代

後半・30代前半は「収入なし」が最も多く、30代後半は、「収入なし」が減って

100 万円～150 万円未満が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 男性は、年収が多い人ほど結婚している割合が高い傾向がみてとれます。 

○ 一方で、女性は、20 代後半から 30 代前半にかけて収入がなくなる人が増え、

30 代後半に年収 100 万円から 150 万円の人が多くなっていることから、結婚や

出産をきっかけに退職し、扶養の範囲内で働くなど、結婚後は、男性の収入で生

計を立てる家庭が多い傾向にあることが推察されます。 

○ 結婚率（希望者）を上げるには、若者世代の年収を上げる取組が有効となる可

能性があることから、市民の所得向上に向けた地域企業の成長に資する取組や、

結婚後も女性が安定的に収入を得られる環境整備が有効となる可能性がありま

す。 

 

 

 

 

 

【図表 17 世代別の年収】 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

1
,
0
0
0

万
円
以
上

7
0
0

万
円
～8

5
0

万
円
未
満

5
5
0

万
円
～7

0
0

万
円
未
満

4
0
0

万
円
～5

5
0

万
円
未
満

3
5
0

万
円
～4

0
0

万
円
未
満

3
0
0

万
円
～3

5
0

万
円
未
満

2
5
0

万
円
～3

0
0

万
円
未
満

200

万
円
～250

万
円
未
満

1
5
0

万
円
～2

0
0

万
円
未
満

1
0
0

万
円
～1

5
0

万
円
未
満

5
0

万
円
～1

0
0

万
円
未
満

5
0

万
円
未
満

収
入
な
し

わ
か
ら
な
い

男性

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

世代別の年収（男性）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

850

万
円
～1,000

万
円
未
満

550

万
円
～700

万
円
未
満

400

万
円
～550

万
円
未
満

350

万
円
～400

万
円
未
満

300

万
円
～350

万
円
未
満

250

万
円
～300

万
円
未
満

200

万
円
～250

万
円
未
満

150

万
円
～200

万
円
未
満

100

万
円
～150

万
円
未
満

50

万
円
～100

万
円
未
満

50

万
円
未
満

収
入
な
し

わ
か
ら
な
い

女性

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

世代別の年収（女性）



 

14 

 

 

【図表 18 年収と結婚の関係（男性）】 

【図表 19 年収と結婚の関係（女性）】 
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 ＜若者・子育て世代が就労している産業＞ 

○ 男性の産業別の就労先は、「製造業」が最も多く、次いで「建設業」と「公

務」が多くなっています。 

○ 女性の産業別の就労先は、「医療・福祉」が最も多く、次いで「教育・学習

支援業」が多いほか、「製造業」の割合も比較的高くなっています。 

○ これらのことから、若者・子育て世代の生活の安定には、「製造業」の活性

化が重要な要素の一つと考えられます。 

 

 

  

【図表 20 現在就労している産業（男性）】 

【図表 21 現在就労している産業（女性）】 
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＜現在就労している産業と希望の産業の比較＞ 

○ 若者・子育て世代が現在就労している産業と就労を希望する産業を比較した

場合、男性では、「公務」、「学術研究、専門・サービス業」、「情報通信業」、

「医療、福祉」で、現在就労している産業に対して希望が多いことが確認され

ました。 

○ 女性では、「公務」、「情報通信業」で、現在就労している産業に対して希望

が多いことが確認されました。 

○ 現在就労している産業と就労を希望する産業の差が縮小するよう、当該世代

が希望する産業の雇用を増やしていくことにより、定住や UIJ ターンの促進に

つながる可能性があります。 

 

  

【図表 22 現在就労している産業と希望する産業の比較（男性）】 

現在の就労の産業（男性） 

【図表 23 現在就労している産業と希望する産業の比較（女性）】 

←現在に対して希望が少ない 現在に対して希望が多い→ 

←現在に対して希望が少ない 現在に対して希望が多い→ 
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＜子育て支援施策の評価＞ 

○ 当市の子育て支援施策は、概ね高い評価を受けていることが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在の就労の産業（男性） 

【図表 24 子育て支援施策の評価】 
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17%
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もっている

65%
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もてない

15%

全く愛着がもてない
3%

（2）市民意識の調査 

  〇 平成 31年 4 月下旬～令和元年 5月上旬に、18 歳以上の市民 5,000 人を対象と

して「人口減少に関する市民アンケート」を実施しています。 

〇 過去に実施した同様のアンケート結果と比較すると、「出産や子育てがしやす

い」、「働く場が整っている」、「地域の歴史や伝統が継承されている」、「集落や町

内会などの活動が盛んである」の項目では満足度が上昇しています。 

○ 一方で、「現在の生活の暮らしやすさ」と「今後も、上越市に住み続けたい」

の項目では満足度が下降しています。 

  〇 そのような中、「地域の活性化のための地域活動等への参加意向」では約 7 割

の人が地域活動への参加意向があるとともに、「上越市への愛着」では 8 割以上

の人が当市に愛着を持っているなど、地域に対する関心が高い人が多くいること

が分かりました。 
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H25 53.8% 21.6% 50.3% 55.5% 79.2% 75.0%

H30 52.4% 25.2% 47.1% 55.8% 77.3% 72.1%

H31 64.0% 34.8% 60.9% 57.4% 77.2% 69.5%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%
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【図表 25 市民アンケート結果の比較（そう思う、ある程度そう思うと回答した人の割合）】 

【図表 26 地域の活性化のための 

地域活動等への参加意向】 
【図表 27 上越市への愛着】 
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＜居住地別の当市への印象＞ 

○ 「暮らしやすさ」、「住み続けたい」、「働く場が整っている」、「子育てしやす

い」の項目について、居住地別に集計した結果、中山間地域は、他の地域に比

べて満足度が低い状況にあることが分かりました。 

○ 満足度を高めていくためには、中山間地域などの様々な地域において、地域

活性化に資する取組を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

  

 

  

現在の就労の産業（男性） 

暮らしやすさの実感 住み続けたい 

働く場が整っている 子育てしやすい 

【図表 28 居住地別の当市への印象の比較】 
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大変愛着をもっている

＜若者の地域への愛着向上や活動機会の必要性＞ 

○ 地域活動、ボランティア活動等に参加している人の割合は、20 代以下では、

15.3％と極めて低い状況にあることが分かりました。 

○ 一方、20 代以下の地域活動などに参加している人は、「地域に大変愛着をもっ

ている」の割合が 41.2％と、他年齢層と比較して大幅に高いことが分かりまし

た。 

○ また、人口減少の状況を理解した上で、地域活性化のために地域活動等に参加

したいと思う人の割合は、20 代以下では、56.8％となり、他の年代と比べてや

や低いものの半数を超えています。 

○ 実際に地域活動等に参加している 20 代以下の割合は 15.3％に過ぎませんが、

上記のように人口減少の状況を理解した上で地域活動等に参加したいと思う人

の割合は約 4 倍となり、他の年代に比べて大幅に上昇することが確認されまし

た。 

○ このことから、20 代以下の若者世代は、人口減少の状況を理解し、やりがい

や必要性を感じることにより地域活動等への参加につながる可能性があること

が推察されます。 

○ 次世代のまちの担い手育成には、まちへの愛着を高める取組や人口減少の状

況を周知する取組、活動できる機会を創出する取組が有効となる可能性があり

ます。  

現在の就労の産業（男性） 

【図表 29 年代別の地域活動への参加実態】 

【図表 30 年代別の地域活動への参加状況と地域への愛着】 
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＜地域への愛着と住み続けたい関係＞ 

○ 全ての年代において、地域への愛着が高い人ほど、当市に住み続けたい気持

ちを見て取ることができ、地域に対する愛着の高さと当市に住み続けたい気持

ちの大きさに相関関係があることが分かりました。 

○ 「住み続けたいまち」の実現には、地域への愛着を高めるまちづくりを行う

ことが重要な要素の一つと考えられます。  

【図表 31 人口減少の理解と地域活動等への参加意欲の関係】 

【図表 32 年代別に見た地域への愛着と「住み続けたい」気持ちの関係】 
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（3）市内高校卒業者の進路動向 

○ 市内の高校卒業者の進路をみると、およそ 7割が進学、3割が就職となってい

ます。 

○ 市内に立地する 2大学は、両学とも専門的な分野を学ぶ学部を有しており、定

員は合わせて 255 名です。このため、高校卒業時には進学希望者の大半が市外に

転出せざるを得ない状況にあり、高校卒業後の進学目的での社会減は避けるこ

とができないものと考えます。 

○ 一方で、市内に立地する 2大学は、専門的な分野での人材育成に取り組む大学

として、市外からの若者の流入に一定の影響があることが分かります。 

  

【図表 33 上越市内の高等学校における卒業者の進路の状況】 

出典：H30 年度学校基本調査により作成 
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（4）経済構造 

  〇 市内総生産は、平成 20 年度から平成 21年度にかけて減少したものの、平成 22

年度に上昇に転じ、以降は毎年度増加傾向にあります。 

  〇 市内総生産（平成 28 年度）では、製造業が全体の約 4分の 1 を占めています。 

  
【図表 34 地域内生産額の推移】 

（単位：百万円）

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

市内総生産　合計 817,615 831,681 777,679 750,147 765,847 761,634 782,036 817,347 837,234 847,864 879,274

農    業 10,898 9,062 9,014 8,125 7,357 9,064 9,439 8,057 6,827 7,406 8,559

林    業 670 615 701 691 619 568 626 720 711 683 632

水 産 業 216 150 139 142 132 138 121 134 132 129 132

鉱    業 2,225 1,976 1,529 1,102 1,062 1,071 731 838 745 566 331

製 造 業 233,016 236,528 208,173 179,294 206,774 207,797 206,659 212,886 225,433 225,344 248,233

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 18,389 18,573 17,780 19,310 19,424 15,795 34,207 43,619 67,316 77,052 69,796

建 設 業 62,956 71,236 67,994 79,243 70,412 64,716 65,210 79,787 62,179 58,819 75,809

卸売・小売業 71,523 70,359 66,430 63,736 64,840 66,133 67,804 70,056 68,512 69,385 69,519

運輸・郵便業 39,116 41,057 37,497 35,592 34,303 33,574 35,157 34,451 36,683 37,345 35,620

宿泊・飲食サービス業 21,088 20,861 19,334 18,751 17,602 17,437 16,218 16,774 16,762 16,248 17,174

情報通信業 15,361 15,816 16,302 16,688 16,994 17,171 17,108 17,099 17,305 17,436 17,421

金融・保険業 27,583 28,049 21,579 21,544 21,331 20,512 20,436 21,622 21,411 22,039 21,045

不動産業 83,087 83,160 82,104 84,113 84,747 85,730 85,940 87,833 87,955 89,423 90,918

専門・科学技術、業務支援サービス業 47,714 48,209 46,802 41,960 39,930 39,399 38,077 38,837 38,253 38,843 39,693

公　　務 50,972 49,505 45,822 43,831 42,101 41,287 40,034 39,847 40,219 40,198 38,993

教　　育 37,377 37,639 37,277 35,699 35,629 36,375 36,385 35,582 36,144 35,675 35,816

保健衛生・社会事業 51,979 54,610 55,784 58,396 61,600 63,072 66,507 67,119 67,069 68,390 69,262

その他のサービス 39,777 40,598 39,763 38,961 37,765 37,301 36,570 36,281 36,434 36,816 36,500

出典：新潟県市町村民経済計算により作成
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（5）就業構造 

  ○ 就業者数（平成 27 年）は、第 1・第 2次産業が減少する一方、第 3次産業が増

加しています。 

○ 就業構造（平成 27年）は、製造業の割合が最も高く、次いで卸売業・小売業、

医療・福祉の順となっています。 

〇 就業構造の特徴としては、農・林業、建設業、医療・福祉、複合サービス業が

全国平均よりも高い割合となっています。一方、情報通信業は、全国平均と比べ

2.2 ポイント下回るなど低い割合となっています。 

  
【図表 35 平成 27 年の就業構造の比較】 

【図表 36 就業構造の変化】 

出典：総務省「国勢調査」を基に作成 

出典：総務省「国勢調査」を基に作成 
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年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

決算額 28,036,157 31,040,215 31,243,080 30,935,308 31,120,914 31,241,966

増減額 353,997 3,004,058 202,865 △ 307,772 185,606 121,052

増減率 1.3 10.7 0.7 △ 1.0 0.6 0.4

単位：千円、％

（6）市税の推移 

＜市民税決算額の推移＞ 

○ 市税決算額は、平成 26 年度から 5年連続で 300 億円を超えています。平成

28 年度に前年度比で減になったものの、平成 29 年度は、個人市民税などの増

収、平成 30 年度は、個人市民税及び法人市民税などの増収により前年度比で

増となっています。 

○ 市民 1人当たりの市税決算額は、年々上昇基調で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図表 37 市民税決算額の推移】 

出典：令和元年度上越市市税概要 

【図表 38 人口 1人当たり市税決算額等の推移】 

出典：令和元年度上越市市税概要 
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年度 決算額 増減額 増減率

25年度 8,845,415 △ 80,034 △ 0.9

26年度 8,796,787 △ 48,628 △ 0.5

27年度 8,792,671 △ 4,116 △ 0.0

28年度 8,884,735 92,064 1.0

29年度 9,089,845 205,110 2.3

30年度 9,181,475 91,630 1.0

単位：千円、％　　　　単位：百万円

8,845
8,797 8,793

8,885

9,090
9,181

8,400

8,600

8,800

9,000

9,200

9,400

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

＜個人市民税の推移＞ 

  ○ 市税のうち全体の約 3 割を占める個人市民税（市内在住の個人に対して、前

年 1年間の収入（所得）を基に課税する税金）は、平成 25年度から平成 28 年

度までは 87 億円から 89億円の間で大きな変動はなく推移していましたが、平

成 29 年度は総所得金額の増加により 90億円を超え、平成 30 年度は総所得金額

及び譲渡所得の増加により 91 億円を上回る決算額となっています。 

 

 

 

  

出典：令和元年度上越市市税概要 

【図表 39 個人市民税の決算額の推移】 
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　　　　単位：百万円
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

年度 決算額 増減額 増減率

25年度 2,503,876 △ 962,306 △ 27.8

26年度 3,201,700 697,824 27.9

27年度 3,454,787 253,087 7.9

28年度 2,809,502 △ 645,285 △ 18.7

29年度 2,799,373 △ 10,129 △ 0.4

30年度 3,402,985 603,612 21.6

単位：千円、％

※滞納繰越分除く

12,523 

「第1次産業」の推移法人数 千円

折れ線グラフ：法人数

棒グラフ ：調定額（法人税割）

＜法人市民税の推移＞ 

○ 市税のうち全体の約 1 割を占める法人市民税（市内に本店又は支店を有する

法人の規模と所得を基に課税する税金）は、税額全体の約半分を製造業が占めて

おり、その動向によって各年度の税額が大きく増減する傾向にあります。 

○ 産業別に見た調定額では、第 2次産業（鉱業、建設業、製造業）が、全体の約

7割を占めています。 

 

 

 

 

出典：令和元年度上越市市税概要 

【図表 41 法人市民税の産業別推移】 

【図表 40 法人市民税の決算額の推移】 

出典：令和元年度上越市市税概要 
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年度 決算額 増減額 増減率

25年度 13,654,055 1,294,239 10.5

26年度 16,047,098 2,393,043 17.5

27年度 16,029,731 △ 17,367 △ 0.1

28年度 16,223,115 193,384 1.2

29年度 16,262,601 39,486 0.2

30年度 15,707,588 △ 555,013 △ 3.4

　　　単位：百万円 単位：千円、％

16,223 16,263
15,708

28年度

（第二年度）

29年度

（第三年度）

30年度

（基準年度）

25年度 4,485,279 1,263,604 39.2

26年度 6,670,645 2,185,366 48.7

27年度 6,796,686 126,041 1.9

28年度 6,933,424 136,738 2.0

29年度 6,887,138 △ 46,286 △ 0.7

30年度 6,558,701 △ 328,437 △ 4.8

　　　　　単位：百万円 単位：千円、％

年度 決算額 増減額 増減率
6,933 6,887 6,559

28年度

（第二年度）

29年度

（第三年度）

30年度

（基準年度）

＜固定資産税の推移＞ 

○ 市税全体の約半数を占める固定資産税は、平成 24 年度から平成 26 年度に増

加し、以降は横ばいで推移しています。 

○ 償却資産に係る固定資産税は、細目では個人市民税に次いで 2 番目に割合が

高く、市税全体の約 2割を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図表 42 固定資産税の決算額の推移】 

出典：令和元年度上越市市税概要 

【図表 43 固定資産税（償却資産の推移）】 

出典：令和元年度上越市市税概要 
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回る決算額となりました。
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2.目指すべき将来の方向 

 

（1）人口減少の認識 

○ 人口の現状や推計値から、当市では、今後、高齢化による死亡数の増加と若

年女性の減少が見込まれ、出生率が向上したとしても、自然減は避けることが

できないものと考えられます。 

○ また、市内の高等教育機関の立地状況や進学ニーズを考慮すると、進学によ

る社会減は避けることは困難であると考えられます。 

○ このほか、自然減の背景には、結婚や出産、子育てに対する個人の価値観や

ライフスタイルの変化などがあり、また、社会減の背景には、若年層の働く場

や所得水準、教育・子育ての環境、まちの住みやすさなどがあるなど、その要

因は一様ではなく様々な要素が重なり合う中で生じています。 

○ このように、当市では、自然減と社会減が同時に生じており、人口減少は避

けることができない状況であることをしっかりと受け止めていく必要がありま

す。 

 

（2）人口減少への対応の方向性 

○ 人口減少傾向を緩和していくためには、産業・雇用、子育て、教育、福祉、

医療・健康づくり、住環境などあらゆる分野において、まちの暮らしやすさや

魅力を高める取組を推進していくことが必要です。 

○ また、中期的には、団塊世代の高齢化による人口減少の加速が課題であり、

長期的には、団塊ジュニア世代の高齢化の影響を見据えた上で、持続可能なま

ちの形成を目指していくことが必要です。 

○ こうしたことから、当市では、人口減少に伴うまちづくりへのマイナスの影

響を緩和する取組とともに、人口減少社会にあっても持続的に発展していくた

めに必要な取組を総合的かつ継続的に展開していくことが必要と考えます。 
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（3）目指すまちの姿 

 

～目指すまちの姿～ 

   『若者・子育て世代にとって「選ばれるまち」「住み続けたいまち」』 

 

○ 若者世代を中心に人口減少が際立っている現状や、まちの将来にわたる持続

性を大切にする観点から、将来を担う『若者・子育て世代にとって「選ばれるま

ち」「住み続けたいまち」』を目指すまちの姿として掲げ、若者が家庭を築き、心

豊かな家族生活を営めるまちとして、まちの魅力を高める取組を重点的に進め

ていくものとします。  
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3.人口の将来展望 

 

○ 「目指すまちの姿」の実現には、第 6次総合計画の中で示す合計特殊出生率の目

標値（1.68 以上）を今後も維持し続け、転出超過が縮小傾向で推移していくことが

必要と考えます。 

 

○ このため、当市では、上記を前提とした人口推計以上の人口を維持することを目

標とします。 

 

～将来人口の目標～ 

『合計特殊出生率 1.68 以上を維持しつつ、転出超過の傾向の改善を図ること

によって人口減少傾向の緩和を図り、令和 22 年（2040 年）には約 15 万 4 千人

以上、令和 42 年（2060 年）には約 11 万 6 千人以上の人口を維持する。』 

 

○ 上記の目標が達成された場合、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した

将来推計と比べて令和 42 年（2060 年）には、約 2千 5百人の人口減少の緩和が図

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※①： H30 社人研推計準拠の数値については、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H30

年 3 月推計）に準拠し、国で算出したもの。 

※②： 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局より提供のあった将来人口推計のためのワークシートにより、

市で算出したもの。 

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42

①H30社人研推計準拠（単位：人） 189,393 180,963 172,016 162,726 153,021 143,032 133,278 123,730 114,305

　上記①合計特殊出生率 1.60 1.58 1.59 1.60 1.60 1.61 1.61 1.61 1.61

②市独自推計（単位：人） 189,737 181,682 173,063 164,044 154,546 144,788 135,287 125,998 116,841

　上記②合計特殊出生率 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68

パターン
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（S50） （S55） （S60） （H2） （H7） （H12） （H17） （H22） （H27） （R2） （R7） （R12） （R17） （R22） （R27） （R32） （R37） （R42）

153,021 

114,305 
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214,309 
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196,987 
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1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

（人）

（年）

実績値

（各年国勢調査）

①

②パターン 合計特殊出生率の仮定 社会移動の仮定

①H30国立社会保障・人口問題研究所の推計（準拠） 1.59前後で推移し、2045年以降は1.61で一定

②市独自推計（①＋出生率1.68） 1.68（2013年実績値）で一定

転出超過が縮小傾向
で推移

 

  

【図表 44 上越市の将来人口推計シミュレーション】 
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